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序     文 
 

 国際協力事業団はウガンダ共和国に対して、昭和43年から６年間「ウガンダ職業訓練センター」

プロジェクトを実施し、ナカワ職業訓練校の設立と技能者育成に協力した。そのあと、アミン政

権以降の政治的・社会的混乱期を経てウガンダ共和国は復興開発に向かい、昭和61年の現ムセベ

ニ政権樹立以来産業の育成に努めてきたが、内戦のもたらした技能労働者不足は深刻で、人的資

源開発が国の最重点課題になっていた。 

 こうした状況を踏まえてウガンダ共和国政府は、改めて、ナカワ職業訓練校に係るプロジェク

ト方式技術協力を要請してきた。これを受けて我が国は、無償資金協力で施設建設を支援する一

方、当事業団はプロジェクト方式技術協力の準備を進め、平成９年３月に実施協議調査団が討議

議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わして、同年５月20日から５年間の計画で「ウガンダ国ナカワ

職業訓練校プロジェクト」を開始した。 

 今般は、協力期間の終了を約半年後に控え、プロジェクトの成果を把握するとともにプロジェ

クトの最終評価を行うため、平成13年10月28日から11月11日まで、厚生労働省職業能力開発局海

外協力課課長補佐 海前 嘉明氏を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣した。同調査団はウ

ガンダ共和国側関係者と合同で終了時評価にあたった結果、プロジェクトは効率的、かつ効果的

にウガンダ共和国政府と産業界のニーズに貢献し、プロジェクト目標をおおむね達成できること

が明らかになった。しかしながら、ナカワ職業訓練校が同国の公共職業訓練ニーズに果たすべき

役割がまだ大きいこと、技術移転が遅れた木工科や、新しいニーズに対応する必要のある電子科、

自動車科の３科を中心に、引き続き協力することが望ましいと判断された。 

 本報告書は同調査団の調査・評価結果を取りまとめたもので、今後の国際協力活動に、広く活

用されることを願うものである。 

 ここに、本調査にご協力頂いた外務省、厚生労働省、雇用・能力開発機構、在ウガンダ共和国

及びケニア共和国日本大使館など、内外関係各機関の方々に心から謝意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第である。 

 

   平成13年12月 

 

国際協力事業団 
理事 泉 堅二郎 
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評価調査結果要約表 
 
Ⅰ. 案件の概要 

国名：ウガンダ共和国 案件名：ナカワ職業訓練校プロジェクト 
    終了時評価調査 

分野：職業訓練 援助形態：プロジェクト方式技術協力 

所轄部署：社会開発協力部 
     社会開発協力第二課 

協力金額（評価時点）：1,137百万円 

先方関係機関：教育・スポーツ省、 
       ナカワ職業訓練校 

日本側協力機関：厚生労働省、 
        雇用・能力開発機構 

協力期間 

（Ｒ／Ｄ）： 
1997年５月20日～2002年５月19日 
（５年間） 

他の関連協力：無償資金協力 

１．協力の背景と概要 
 ウガンダ共和国（以下、「ウガンダ国」と記す）は、1986年の現ムセベニ政権樹立以来、復興開
発計画（1993/1994～1995/1996）に基づき国家の再建を進めてきた。しかしながら、長期にわた
る内戦による技能労働者の不足は、同国の産業振興、経済発展にとって大きな阻害要因となって
おり、同国政府は同計画において人的資源開発を最重点課題とし、教育の再建、職業訓練及び雇
用の問題に優先的に取り組んでいる。 
 本プロジェクトは、ナカワ職業訓練校において従来から実施されてきた在職労働者に対する徒
弟訓練、向上訓練に加え、産業界から特にニーズの高い若年無技能者に対する養成訓練を実施す
べく、優先度が高い電子、電気、機械、自動車、木工、板金、溶接の７分野について我が国への
協力要請を行ったものである。 
 
２．協力内容 
(1) 上位目標 
 ウガンダ国の産業、工業界の求める技能労働者の需要を満たす。 

(2) プロジェクト目標 
 ナカワ職業訓練校において、各分野（機械、電気、溶接、板金、自動車、電子、木工）での
産業、工業界の求める技術者が養成される。 

(3) 成 果 
① 各分野の職業訓練に必要な体制が整備される。 
② 各分野の職業訓練指導員の能力が向上する。 
③ 各分野の養成訓練（昼間、夜間）、向上訓練の訓練コース内容が設定され、適切に実施され
る。徒弟訓練が職業訓練局（DIT）の要請に基づき適切に実施される。 

(4) 投 入（評価時点） 
   日本側： 
     長期専門家派遣 17名 機材供与 424百万円 
     短期専門家派遣 10名 ローカルコスト負担 37百万円 
     研修員受入れ 18名 その他 
   ウガンダ国側： 
     カウンターパート配置 50名 
     土地・施設提供 356百万U.Shs.（約2,492万円） 
     ローカルコスト負担 1,184百万U.Shs.（約8,288万円） 
     その他 



 
Ⅱ. 評価調査団の概要 

調査者 総括   海前 嘉明 厚生労働省職業能力開発局海外協力課課長補佐 
技術訓練 若松 道博 雇用・能力開発機構総務部産業情報ネットワーク 
           企画室専門役 
     丸山 雅滋 雇用・能力開発機構職業能力開発企画部国際室 
           国際協力課専門役 
プロジェクト運営管理  
     熊谷 晃子 国際協力事業団社会開発協力部 
           社会開発協力第二課課長代理 
協力企画 大村 文  国際協力事業団社会開発協力部 
           社会開発協力第二課職員 
評価分析 渡辺 博  東洋エンジニアリング株式会社コンサルタント部 

調査期間 2001年10月28日～11月11日 評価種類：終了時評価 

Ⅲ. 評価結果の概要 

１．評価結果の要約 
(1) 妥当性 
 現行のウガンダ国の教育訓練政策は、初等教育により重点が置かれているが、ウガンダ産業
界のニーズ、日本の協力重点分野の観点からすれば妥当性は高いといえる。 

(2) 有効性 
 養成訓練に対する高い応募率、卒業生のTrade Test合格率の高さ、就職率の高さ、向上訓練
に対する企業の評価の高さ等から、有効性は高いものと判断される。 

(3) 効率性 
 電子、木工、板金の３科用機材の供与遅れがあったため、その３科の養成訓練がそれに伴い
１年遅れて開始となった。また、電子、自動車科では急速な市場のニーズ変化に対応するため
のコース改編に必要な技術移転が残されているが、当初計画と投入実績及び活動実績に関して
いえば、効率性はおおむね良好と判断される。 

(4) インパクト 
 国連工業開発機関（UNIDO）、NGOとの連携による訓練の実施、他の職業訓練機関指導員へ
の指導技法訓練の実施、各科定員に女性枠があること、寮があることにより、地元だけでなく
全国から訓練生が入校していることなど、正のインパクトのみ観察された。 

(5) 自立発展性 
 財政面では、国家予算が厳しい状況にあり動向を注視する必要があること、人的な面ではウ
ガンダ国側の努力が行われていること、技術面では一部日本からの今後の援助が望まれている
ことから、現時点では完全な自立発展性があるとはいえないものの、ウガンダ国側の自立発展
に向けた動きは見受けられるといえる。 

 
２．効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 
 各科の訓練内容は産業界の即戦力を望むニーズに合致していた。 

(2) 実施プロセスに関すること 
  ・政府予算の不足に対応するため、インカムジェネレーション活動を実施し、校運営費を補填

した。 
  ・委員会による校運営により、運営の円滑化を図った。 
  ・イントラネットの構築により、情報の共有化と透明性の確保を実現した。 



 
３．問題点及び問題を惹起した要因 
(1) 計画内容に関すること 
 徒弟訓練については、ウガンダ国側DITの要請に基づいて行うことに中間評価段階で変更され
たが、要請がなかったため、実施されず、達成率を引き下げる結果となった。 

(2) 実施プロセスに関すること 
 電子、板金、木工の３科の機材供与が遅れたため、３科の養成訓練は他の４科に比して１年
遅れて開始された。 

 
４．結 論 
 プロジェクトは効率的かつ効果的にウガンダ国政府と産業界のニーズに貢献した。 
 教育・スポーツ省の職業教育訓練に関する政策はまだ草案の段階であるが、ナカワ職業訓練校
としては政策に沿った活動を今後より一層考慮すべきである。 
 プロジェクトの準備段階で調査されたOレベルホルダーに対する多大な職業訓練の必要性は、
公立職業訓練校が３校しかない現状では、まだ十分に満たされているとはいえず、ナカワ職業訓
練校の役割は大きいといえる。 
 また、技術的観点からみると技術移転が遅れている木工科、ウガンダ国内における新しいニー
ズに対応するための改編を引き続き進めていくことが望ましい電子科、及び自動車科へのフォロ
ーアップとともに、多様なニーズにきめ細かく対応する必要のある各科の向上訓練、その他専門
的ないくつかの項目について、引き続き効率を勘案しつつ協力を行うことが望ましい。 
 
５．提 言 
(1) ウガンダ国側のナカワ職業訓練校への適切な予算配分と人員配置の継続。 
(2) 機材の適正な保守管理の継続、保守運営費の確保、予備品調達先一覧表の作成。 
(3) 政策研究、ニーズ調査、卒業生調査等による社会、産業界のニーズ調査の継続。 
(4) 電子、自動車、木工、向上訓練、その他専門分野における我が国の技術協力の実施。 
 
６．教 訓 
(1) 共通科目については、事前に各科の意見交換を実施することが訓練の管理、運営上効果的・
効率的である。 

(2) 予算配分が不足する場合には、訓練の妨げにならない限度で技能向上に資する範囲にてイン
カムジェネレーション活動を行うことが有効である。 

(3) 機材供与の遅れなど、投入の遅れが予想される場合には、個々の活動の時期を見直すことが
効率の面から重要である。 

(4) 委員会方式による校運営は各科の意見を反映するのに有効な手段である。 
(5) イントラネットによる情報共有化は、関係者の円滑なコミュニケーションとインカムジェネ
レーション活動の透明性確保に有効である。また、今後のJICA職業訓練プロジェクトの地域間、
各国間等における訓練カリキュラム、教材、訓練計画等の情報共有化への進展、訓練全体の運
営管理等に有効である。 



－1－

 
第１章 終了時評価調査団の派遣 

 

１－１ プロジェクトの概要及び調査団派遣の経緯と目的 

 ナカワ職業訓練校は、ウガンダ共和国（以下、「ウガンダ国」と記す）の中小企業振興に必要な

技能者の向上訓練実施を目的として設立され、1968年６月より1974年６月まで、国際協力事業団

（JICA）がプロジェクト方式技術協力「ウガンダ職業訓練センター」プロジェクトを実施した。

そのあと、同校はウガンダ国側の手で運営されてきたが、アミン政権以降の政治・社会的混乱期

を経て、施設・機材の老朽化、職員の不足、ローカルコスト不足等の問題を抱え、訓練コースの

運営が困難な状況となった。他方、1986年からの現ムセベニ政権以降、ウガンダ国は復興開発計

画に基づき産業の育成に努めており、工業労働人口需要の増加が予想されるが、内戦による技能

労働者の不足が深刻な問題となっている。かかる状況のなか、ナカワ職業訓練校においても従来

の在職労働者に対する訓練だけでなく、若年無技能者に対する訓練の実施が急務となった。 

 こうした状況を踏まえ、ウガンダ国政府は1994年５月、改めて同校に係るプロジェクト方式技

術協力「ウガンダ国ナカワ職業訓練校」計画を要請してきた。これを受けてJICAは、事前調査、

長期調査を実施したうえで、1997年２月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record of 

Discussions：Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、同年５月より５年間の協力を開始した。本協力の内容

は、７学科（電気、電子、機械、自動車、溶接、板金、木工）における指導員の技術力向上、養

成訓練コース及び向上訓練コースの内容確定、並びにその適切な運営について指導・助言を行う

ものであった。 

 本調査団は、協力期間終了（2002年５月19日）を約半年後に控え、プロジェクト活動の成果及

び実績を評価し、協力期間終了までのプロジェクト活動及びプロジェクト終了後のナカワ職業訓

練校のあり方について、ウガンダ国側と協議することを目的に派遣された。 

 調査の具体的な項目は次のとおりである。 

(1) これまで実施してきたプロジェクトの活動、運営・管理状況、カウンターパートへの技術

移転状況について、日本人専門家及びカウンターパートのヒアリング等を通じて情報を収集

し、ウガンダ国側関係者との協議を通じて情報の共有・分析を行う。 

(2) プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づき、評価５

項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からプロジェクトの達成

度を判定・評価するとともに、成果及び目標の達成を阻害した要因について分析する。 

(3) 評価結果を日本側・ウガンダ国側双方で確認したうえで、協力期間終了までのプロジェク

ト活動及びプロジェクト終了後の今後の対応策について検討し、提言を行う。 

(4) 評価結果から他のプロジェクトの形成、運営、評価等の参考となる教訓、及び提言を導き

出す。 
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１－２ 調査団の構成と調査期間 

 (1) 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 
団長・総括 海前 嘉明 厚生労働省職業能力開発局海外協力課課長補佐 
技術訓練 若松 道博 雇用・能力開発機構総務部産業情報ネットワーク企画室専門役 
技術訓練 丸山 雅滋 雇用・能力開発機構職業能力開発企画部国際室国際協力課専門役 
プロジェクト運営管理 熊谷 晃子 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課課長代理 
協力企画 大村  文 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課職員 
評価分析 渡辺  博 東洋エンジニアリング株式会社コンサルタント部 

 

 (2) 調査期間 

   2001年（平成13年）10月28日～11月11日（15日間） 

日順 月日 曜日 時間 行程／活動 
１ 10月28日 日 12:05 

15:50 
19:30 

成田発（JL411） 
アムステルダム着 
アムステルダム発（KQ117） 

２ 10月29日 月  6:10 
11:00 
14:00 

ナイロビ着 
在ケニア日本大使館表敬訪問 
JICAケニア事務所との打合せ 

３ 10月30日 火 13:10 
14:20 

ナイロビ発（KQ412） 
エンテベ着 
ウガンダJOCV調整員訪問 
在ウガンダ日本大使館表敬訪問 
専門家チームとの打合せ 

４ 10月31日 水  教育・スポーツ省、外務省表敬訪問 
商業・技術・職業・教育訓練局（BTVET）ヒアリング 
ドイツ技術協力公社（GTZ）訪問 
職業訓練局（DIT）局長表敬訪問 
ルゴゴ職業訓練校視察 
ナカワ職業訓練校視察 

５ 11月１日 木  大蔵省表敬訪問 
教育・スポーツ省ヒアリング 
評価に関する説明、専門家・カウンターパートのヒアリング 

６ 11月２日 金  評価に関する説明、専門家・カウンターパートのヒアリング 
７ 11月３日 土  団内打合せ、ミニッツ準備 
８ 11月４日 日  団内打合せ、ミニッツ準備 
９ 11月５日 月  現地有識者との意見交換会〔民間企業、国連工業開発機関（UNIDO）、SASAKAWA 

GLOBAL 2000等〕 
専門家・カウンターパートのヒアリング 

10 11月６日 火  ミニッツ協議（合同評価会） 
11 11月７日 水  ミニッツ署名・交換 

在ウガンダ日本大使館に報告 
ウガンダJOCV調整員に報告 

12 11月８日 木  9:10 
10:20 
14:00 

エンテベ発（KQ411） 
ナイロビ着 
JICAケニア事務所報告 

13 11月９日 金 11:00 
14:30 
23:05 

在ケニア日本大使館報告 
ケニア中等理数科教育強化計画プロジェクト視察 
ケニア発（KL566） 

14 11月10日 土  6:10 
20:15 

アムステルダム着 
アムステルダム発（JL412） 

15 11月11日 日 15:30 成田着 
 
注）コンサルタント団員は10月22日成田発（JL411）で先行し、アムステルダム、ナイロビ経由で10月23日エンテベ着（KQ410）、
23日以降は本隊と同一行動。 
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１－３ 主要面談者 

 (1) 教育・スポーツ省 

Ms. Aketch Betty  Minister of State for Higher Education 

Mr. Francis X Lubanga  Permanent Secretary 

Mr. Pius Bigirimana Under Secretary 

Ms. Doreen S. Katusiime Principal Assistant Secretary 

Ms. Florence. M. Maringa Commissioner Education Planning, Education Planning Department 

Mr. Okinyal Henry Acting Commissioner, Department of  

 Business, Technical and Vocational Education & Training 

Mr. Kaaya Kizito Commissioner, Directorate of Industrial Training 

 

 (2) 外務省 

Mr. Ralph W. Ochan Permanent Secretary 

 

 (3) 大蔵省 

Mr. C. M. Kassami Permanent Secretary 

Mr. E. Katwe Aid Liaison Department 

 

 (4) ナカワ職業訓練校 

Mr. Abasi Tuzinde Principal 

Mr. Masolo Sam Jasper Acting Deputy Principal 

Mr. Olowo Silver  H.O.S. (Head of Section) of motor vehicle section (Acting Deputy 

 Principal) 

 

 (5) その他 

  1) ILO (International Labour Organization） 

Mr. Osonge Mike National Project Coordinator 

  2) GTZ (Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit) 

Mr. Hannjorg Zitter Director 

Ms. Marianne Reuber Technical Advisor 

  3) ルゴゴ職業訓練校 

Mr. C. B. Kiwanuka Makumbi Principal 

Mr. Nafutali Onjie Deputy Principal 
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  4) 向上訓練受注先企業、機関 

Mrs. Jane Mambule UNIDO-UIP Programme 

Mr. Albert Semukuutu UNIDO-UIP Programme 

Mr. Kayaayo Sasakawa Global 2000 

Mr. Paul Oloo Nile Breweries 

Mr. Sheikh Arif Roofing Company 

Mr. Charlton Kinyara Sugar Works 

Mr. N. Balyamujura Kakira Sugar Works 

Mr. K. Kunobwa SCOUL 

 

 (6) 在ケニア日本大使館 

細谷 龍平 公 使 

間島 重道 二等書記官 

 

 (7) 在ウガンダ日本大使館 

三木 達也 公 使 

岩間  創 二等書記官 

 

 (8) JICAケニア事務所 

大塚 正明 所 長 

松浦 信一 次 長 

川野邊 浩 所 員 

 

 (9) ウガンダJOCV調整員 

津川 智明 JOCV調整員 

 

 (10) プロジェクト専門家 

坂本  宏 チーフアドバイザー 

牧野  丞 業務調整 

後藤  哲 溶 接 

佐藤 一晃 電気・電子 

竹野 俊夫 自動車 

野澤 征夫 機 械 

山川 敏彦 木 工 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ PDMEの作成 

 JICAでは、1994年よりプロジェクト・サイクル・マネージメント手法（PCM手法）によるプロ

ジェクト運営管理を導入している。PCM手法は、プロジェクトの計画・立案、実施・モニタリン

グ、評価の各段階をPDMと呼ばれるプロジェクト概要表を中心的に用いて管理していく手法であ

る。これにより、一貫したプロジェクト管理と、論理的分析、他のプロジェクトとの情報共有を

図ることができる。 

 本プロジェクトでは、1994年７月の事前調査団によりウガンダ国側に対しプロジェクトの計画、

運営について、相互の合意を得ることを目的としてPDMを適用する提案が行われ、1997年２月の

実施協議調査団の協議の結果、PDMが作成された（PDM０）。 

 PDMは、その性格上、プロジェクトの進行に合わせ、関係者の合意の下、改善や修正をされて

いくのが通常のプロセスである。本プロジェクトでは、2000年２月の巡回指導調査団が中間評価

を実施し、その結果、PDMが改訂された（PDM１）。この際の変更点は以下の５点であった。 

 (1) インカムジェネレーション活動の明示 

 (2) 委員会活動によるプロジェクトの運営活動の明示 

 (3) 夜間養成訓練のプロジェクト活動としての明確な位置づけ 

 (4) 徒弟訓練の位置づけの明確化 

 (5) 監督官庁の変更（労働社会福祉省から教育・スポーツ省への移管） 

 今回、終了時評価調査団は、評価のために評価用PDMを作成した（PDME）。PDMEは、PDM０、

PDM１を基に作成され、新たにターゲットグループを「ナカワ職業訓練校のカウンターパートと

訓練生」とすることを明示した（付属資料２.「PDME」及び付属資料３.「PDMの変遷」参照）。 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

 PDMEに基づいて、実施状況の確認及び評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自

立発展性）の観点から評価を行うため、調査項目、情報・データ収集方法を、以下のとおり設定

した。 
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評価項目 調査項目 必要なデータ 調査方法 

ウガンダ国政府職業教育
訓練政策 

政策 ・資料レビュー（政策） 
・インタビュー（教育・スポーツ省） 

DIT政策 DIT政策 ・資料レビュー（DIT政策） 
・インタビュー（DIT） 

産業界のニーズ 統計データ（分野別企
業数等） 
通産省・労働省政策 

・資料レビュー（通産省・労働省政策） 
・現地コンサルタントによる調査 

1.妥当性 

卒業生の就職状況 卒業生の就職数、就職
会社リスト 

・資料レビュー（プロジェクト報告書） 

我が国の援助政策との整
合性 

援助方針 ・資料レビュー（外務省、JICA資料） 
・インタビュー（大使館、JICA） 

インカムジェネレーショ
ン活動収入 

インカムジェネレー
ション活動収支一覧 

・資料レビュー（校資料、会計書類） 

イントラネットでの教材
共有化 

教材データ ・資料レビュー（イントラネット） 
・インタビュー 

カウンターパートへの技
術移転達成度 

カウンターパート評
価 

・資料レビュー（カウンターパート査定） 
・インタビュー（専門家、カウンターパート） 

訓練生の成績 DITのTrade Test結果、
UNEB※試験結果 

・資料レビュー（試験結果） 

シラバス、カリキュラム シラバス、カリキュラム ・資料レビュー（プロジェクト資料） 
養成訓練の応募状況 応募者数 ・資料レビュー（校資料） 

2.有効性 

卒業生数 卒業生数 ・資料レビュー（校資料） 
他職業訓練校との比較 他職業訓練校実績 ・資料レビュー（他校資料、ドナー資料） 

・インタビュー（他校、ドナー） 
専門家派遣時期、技術移
転内容 

専門家派遣実績 
技術移転内容 

・資料レビュー（プロジェクト報告書） 

卒業生の就職状況 卒業生就職実績 ・資料レビュー（プロジェクトが就職実績調査を
実施済み） 

カウンターパートの選
択、研修、研修内容 

カウンターパート配属
表 
カウンターパート研修
実績 

・資料レビュー（プロジェクト報告書） 
・インタビュー（専門家、カウンターパート） 

カウンターパートの能力 カウンターパート評
価表 

・資料レビュー（評価表） 
・インタビュー（専門家、カウンターパート） 

管理要員の配置 管理要員配置記録 ・資料レビュー（校記録） 
機材選定、供給時期 機器リスト ・資料レビュー（プロジェクト報告書） 

3.効率性 

現地業務費 現地業務費使用実績 ・資料レビュー（プロジェクト報告書） 
訓練実績 訓練実績表 ・資料レビュー（プロジェクト報告書） 
向上訓練委託企業 向上訓練委託企業リ

スト 
・資料レビュー（プロジェクト報告書） 

校外セミナー セミナー実績リスト ・資料レビュー（プロジェクト報告書） 

4.インパ
クト 

連携訓練 連携訓練実績表 ・資料レビュー（プロジェクト報告書） 
・インタビュー 

ジェンダーへの配慮 訓練生の性別 ・資料レビュー（校資料） 
ウガンダ国政府からの補
助 

ウガンダ国政府予算
配分 

・資料レビュー（校資料） 
・インタビュー（大蔵省、教育・スポーツ省） 

校運営費 校運営費収支表 ・資料レビュー（会計資料） 
インカム活動 インカム活動実績 ・資料レビュー（校資料、会計資料） 
職員採用計画 職員採用計画 ・インタビュー（教育・スポーツ省） 
カウンターパートの定着 カウンターパートの

定着率 
・資料レビュー（プロジェクト報告書） 
・インタビュー（専門家、カウンターパート） 

5.自立発
展性 

イントラネットの普及 イントラネット利用
状況 

・インタビュー（専門家、カウンターパート） 

 
※ 教育・スポーツ省が実施する試験で、合格者にはCollege及び大学Diplomaコースの入学資格が与えられる。 
 
 上記の調査項目による調査結果は、付属資料４.｢評価グリッド（調査結果表）｣に取りまとめた。 
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第３章 調査結果 

 

 本調査団は、2001年10月28日から11月11日までの日程でウガンダ国を訪問し、「ナカワ職業訓練

校プロジェクト」に係る終了時評価調査を行った。調査並びに評価結果はミニッツ（付属資料１）

に取りまとめ、ウガンダ国側と署名を取り交わした。 

 本調査団がプロジェクトの実施状況を確認した調査結果は、以下のとおりである。 

 

３－１ プロジェクトの実施体制 

 (1) カウンターパートの配置状況（付属資料６.「カウンターパート配置実績表」参照） 

 ナカワ職業訓練校は、校長、副校長以下82名の職員（うち管理部門を含むカウンターパー

トは50名）を配置している。Ｒ／Ｄでは、協力対象の７科それぞれに６名のカウンターパー

ト（全科で42名）を配置することとされているが、現状は電子科６名、電気科６名、機械科

５名、自動車科８名、木工科７名、板金科７名及び溶接科６名の45名体制で、機械科のイン

ストラクターに１名欠員がある以外はすべて配置されており、人数的に大きな問題はない。

しかし、カウンターパートの入れ替えが多く、技術移転上の問題となっている。特に木工科

においては、科長、インストラクター２名が2000年に入って配置されたばかりであり、技術

移転が遅れる原因となっている。 

 カウンターパートの入れ替えが多い一因としては、一部のカウンターパートの身分が臨時

職員であることがあげられる。カウンターパート50名のうち、正職員は17名であり、33名は

校採用職員である。校採用職員は身分が不安定で、離職率が高いことから正職員への転換が

望まれている（正職員、校採用職員の内訳は表３－１のとおり）。この点、教育・スポーツ

省から2001年度に10名の正職員を採用するとの方針が示されたことは評価される。 

 なお、今回募集される正職員インストラクターの資格要件としては、①機械・電気工学分

野のOrdinary Diplomaを有すること、又はクラフトマン Trade TestにおいてAdvanced 

Certificateを取得し、３年の実務経験のあること、②技術・職業教育においてインストラクタ

ー又は技術指導員の資格を有すること、以上２つの条件を両方とも満たしていることが求め

られている。 

 ナカワ職業訓練校においては、①についてはアシスタントインストラクターを含めた全指

導員が条件を満たしているものの、一部のカウンターパートは②の条件を満たしていない。

しかし、プロジェクトに対する特例措置として、以下の条件を満たしていれば②と同等の資

格を有すると認められているので、事実上すべてのカウンターパートについて条件が満たさ

れているといえる。 

・プロジェクト予算で研修を受けている者 
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・PROTS研修を修了している者 

・チーフテクニカルアドバイザーと校長が推薦する者 

 ただし、この特例措置は引き続きとられるとは限らず、今後は既存インストラクターも上

記のような資格保持が求められる可能性もあるため、教育・スポーツ省の動きを注視してい

く必要がある。 

 

          表３－１ 正職員、校採用職員の割合（単位：名） 

科 管理部門 電子 電気 機械 自動車 木工 板金 溶接 計 
正職員 ４※ １ １ ２ ２ ４ ２ １ 17 
校採用職員 １ ５ ５ ３ ６ ３ ５ ５ 33 

計 ５ ６ ６ ５ ８ ７ ７ ６ 50 
※校長、副校長含む 

 正職員：国家公務員（Public Service Commission又はEducation Service Commissionにより採用される） 

 校採用職員：ナカワ職業訓練校採用、給与の予算は教育・スポーツ省より特別に付与されている。 

 

 (2) 機材の据付・整備状況 

 すべての科における無償及び技協供与機材については、据え付け及び整備が行われており、

特に問題は見当たらなかった。前回の技術協力で供与した機材のうち一部が現在も使用され

ており、30年以上も前の機器が、本プロジェクトの専門家、現地スタッフの整備により、今

なお稼働しているのは耐用年数を勘案すると特記すべきことである。 

 なお、インカムジェネレーション活動には、養成訓練等に有効な範囲で取り組んでいるが、

供与機材を使用していることから、使用頻度が多い機材については、機器や刃物の消耗が進

んでいることが見受けられた。 

 全般的に現地ニーズに合った、現地の工場においても使用されている基本的な機械が導入

されている。機械科においては、NC機能のついた平面研削盤も設置されているが、将来ウガ

ンダ国内に導入される際に役立つため、操作方法が指導されている。なお、NC装置は平面研

削盤の導入に際して、日本国内で生産されるほとんどの平面研削盤に標準装備されているた

めに導入されたものであり、当該平面研削盤のNC装置は他の工作機械のものとは違い、極め

て簡易なものであり、ウガンダ国の実状にマッチしたものである。 

 

 (3) 訓練用教材・資材の調達状況 

 訓練用教材や資材の調達には、各科の科長が教材・資材計画書を作成したうえ、経理課に

提出して教材等を受け取る手順をとっているが、プロジェクト開始当初はウガンダ国側の財

政的な理由により計画書に基づく教材等が購入されていないことが多かった。現状では、イ

ンカムジェネレーション活動による収入や向上訓練の受講料収入が、教材等の購入費に充て
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られるようになり、訓練実施に必要な教材が用意されている。 

 なお、養成訓練課程の教材等は基礎的技能の習得が主であることから、インカムジェネレ

ーション活動で出た廃材等を教材に活用するなどの工夫もされている。 

 

 (4) 訓練計画･管理状況 

 訓練校運営・管理全体にかかわる各種委員会（校運営、訓練生管理、安全衛生、訓練機材、

訓練のプロモーション及び校外活動の６委員会を設置）の設置・運営やイントラネットを活

用した校運営、訓練実施の改善（教材作成、指導技法向上等）など、訓練計画・管理に関す

る基礎的な技術は、長期・短期専門家によりカウンターパート（校長・副校長・７科の科長）

に対しておおむね移転されている状況である。 

 しかしながら、このような計画・管理は、ウガンダ国において初めてのコンセプト・経験

でもあり、今後校管理・運営方針等の変更が生じた場合には、その状況に応じた技術移転が

必要になるであろう。特に訓練計画・管理において重要なファクターの１つであるネットワ

ークシステムについては、基礎的なノウハウが移転された段階で、現在なお継続的に技術移

転が行われている状況であるため、今後引き続きプロジェクトリーダー、各専門家が訓練計

画・管理に積極的に関与するとともに、必要な場合には短期専門家の派遣等により適宜技術

移転を行っていくことが望まれる。 

 

３－２ プロジェクトの投入実績 

 ３－２－１ ウガンダ国側投入 

  (1) 施設整備 

 ナカワ職業訓練校の建物は1968～1974年に実施された我が国のプロジェクト方式技術協

力「ウガンダ職業訓練センタープロジェクト」により建設されたが、今回、無償資金協力

により既存の実習場２棟、管理講義棟、訓練生寮２棟、食堂が補修され、実習場１棟と訓

練生寮２棟が新設された。実習場、寮共に清掃がよくいきとどき、環境が整えられていた。 

 ウガンダ国側の投入による施設は、施設周辺フェンス、自動車科ガレージ（建設中）、倉

庫３棟（２棟完成）等の新設、管理講義棟の塗装であり、2001年までの実績は、３億8,200

万U.Shs.（Uganda Shillings）（約2,674万円）である。 

 

  (2) カウンターパート配置状況（付属資料６.「カウンターパート配置実績表」参照） 

 現在、ナカワ職業訓練校に配置されているカウンターパートは、校長、副校長以下科長、

インストラクター、アシスタントインストラクターなど合計50名である。機械科で１名の

カウンターパートの欠員がある以外、すべて配置は完了している。 
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 しかし、50名中正職員は17名に過ぎず、残る33名は校採用職員である。校採用について

は、給与は政府予算より支出されているものの、雇用身分は不安定であるため退職者も多

い。今回の調査で新たに10名の正職員が採用される計画が確認され、ウガンダ国側の努力

は評価される。 

 

  (3) 予算措置状況（付属資料７.「ナカワ職業訓練校運営費収支状況表」参照） 

 ナカワ職業訓練校の運営は、①政府予算〔2001年６月までの累計で11億4,742万U.Shs.

（約8,032万円）：71％〕、②訓練費収入〔３億2,860万U.Shs.（約2,300万円）：20.3％〕、

③インカムジェネレーション活動収入〔約１億4,069万U.Shs.（約9,849万円）：8.7％〕に

より賄われている。なお、正職員の給与は教育・スポーツ省より直接支払われている。 

 政府予算は、①Capital Development Fund〔2001年６月までの累計で９億4,764万U.Shs.

（約6,634万円）〕と②Recurrent Expenditure〔１億9,979万U.Shs.（約1,399万円）〕に分類

される。前者は、施設・設備費、固定資産、臨時雇用費、旅費等の手当、人材開発費、車

両保守管理費、消耗品、光熱費等の費目で支出されており、後者は、寮の食料費、燃料費

等の費目で支出されている。 

 政府予算の問題は、歳入不足のため、毎月の予算執行が滞りがちであることで、1997年

７月以降48か月中23か月で予算執行がなかった。最長は、1998年３月から12月まで、10か

月にわたり予算執行がなく、校運営に大きな影響を与えた。現在も事態は改善されておら

ず、2001年も１月と３月は予算執行がなかった。また、予算執行がある月でも、供与機材

受け取りに係る機材通関費用が差し引かれる月があるなど、収入が安定しないことから、

校経理の円滑な運営に支障が出ている。2000～2001年度の政府予算（Capital Development 

Fundのみ）は、３億2,500万U.Shs.（約2,275万円）であったが、実際に執行があったのは

２億2,747万U.Shs.（約1,593万円）にとどまった。2001～2002年度の政府予算申請額は

２億9,900万U.Shs.（約2,093万円）であるが、調査当時確定していたのは、9,970万U.Shs.

（約698万円）のみであり、予算措置については今後も注視する必要がある。 

 このような状況下、ナカワ職業訓練校ではインカムジェネレーション活動を訓練（実習）

に有効である限り積極的に行っている。そこでの収入のストックがあったゆえに、例えば

国からの給料遅配が全国的にみられ、他校では教官のストライキを招いたときにも、ナカ

ワ職業訓練校ではそのストックから暫時給料を手当することができ、ストライキ等の状況

を回避することができた。資材購入等でもインカムジェネレーション活動の収入は役に立

っている。予算の遅配自体は回避されるべきものではあるが、しかしながら、後発開発途

上国（Least among Less Developed Countries：LLDC）において国家予算はどこも厳しく、

ウガンダ国においても同様な状況のなか、校独自でできる限りの対応を行っていることは
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評価できる。 

 なお、教育・スポーツ省は、ナカワ職業訓練校以外の職業訓練校の校採用職員の給与に

ついては付与せず、各校独自で賄うべきものとしているが、ナカワ職業訓練校のみに対し

ては、校採用職員の給与も国の予算で賄っている。 

 一方、養成訓練の訓練費収入は、訓練生採用数が増加するか、訓練費を値上げしない限

り増収は望めないことから、今後も向上訓練、インカムジェネレーション活動による収入

の確保は必要と判断される。校長の話によると、訓練費の値上げを検討しているとのこと

であった。なお、訓練費は学校のレベル（中等、高等等）によって教育・スポーツ省によ

る目安が定められている。ナカワ職業訓練校は同等の職業訓練校に比しても安価に設定さ

れており、教育・スポーツ省も、校自身も、値上げをする余地があると考えている。 

 

 ３－２－２ 日本側投入 

  (1) 専門家派遣（付属資料８.「専門家派遣実績」参照） 

 長期専門家については、当初はチーフアドバイザー、調整員、訓練計画専門家、７学科

専門家の10名体制であったが、訓練計画専門家の派遣終了、電子・電気科、板金・溶接科

の兼務により、現在は７名体制となっている。長期派遣専門家の派遣実績は交替も含め17

名となった。 

 短期専門家については、調査団派遣時点で指導技法、塗装、配管、視聴覚技法、冷凍空

調、ネットワーク構築など延べ11名を派遣しており、今後は、制御センサー、ネットワー

クシステム構築、自動車板金分野等の専門家派遣を予定している（日本人専門家のみなら

ず、非破壊検査についてはエジプトから第三国専門家を派遣した実績がある）。 

 この結果、長期専門家、短期専門家を合わせ、プロジェクト終了までに519人／月の派遣

実績となる予定である。 

 

  (2) 研修員受入れ（付属資料９.「カウンターパート研修受入実績」参照） 

 カウンターパートの研修は、訓練管理、金属加工技術、電子工学、電気工学、機械加工、

自動車整備、造形工学、板金技術、溶接技術等の分野で、合計53回（304.5人／月）実施さ

れた。複数回受講したカウンターパートもあり、受講者は46名である。 

 主な研修受入れ先は、職業能力開発総合大学校、ポリテクセンター千葉等の我が国研修

機関のほか、エジプトのCentral Metallurgical Research and Development Institute（CMRDI）、

ケニアのジョモケニヤッタ農工大学での第三国集団研修も実施された。 
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  (3) 機材供与（付属資料１.「ミニッツAnnex3.3」及び付属資料10.「主な供与機材管理及び

技術移転状況」参照） 

 ナカワ職業訓練校の主要機材は、電気科、機械科、自動車科、溶接科については無償資

金協力により供与されており、プロジェクト方式技術協力では、電子科、木工科、板金科

について供与された。 

 プロジェクト方式技術協力で供与された機材は、到着が遅れたため、３科の訓練は当初

1998年10月に開始される予定であったが、1999年５月に延期された。 

 供与された機材の据え付けは良好に行われ、保守管理も円滑に実施されている。 

 

３－３ プロジェクトの活動実績 

 ３－３－１ プロジェクトの実施プロセス 

  内容は付属資料21.「プロジェクト経緯表」参照。 

 

３－３－２ 訓練コース実施状況 

 訓練内容詳細は付属資料11.「各科訓練概要」のとおり。実績については付属資料12.「訓練

生数及び訓練時間数実績」を参照。 

 

  (1) 養成訓練（付属資料13.「シラバス（サンプルとして機械科分を添付）」、14.「新旧カリ

キュラム対照表（電子科、自動車科）」参照） 

 1998年に先行４科（電気、機械、自動車、溶接）で訓練を開始して以来、４年間で昼間465名、

夜間461名、合計926名の訓練を実施しており、既に昼間181名、夜間111名、合計292名が訓

練を修了している。訓練開始当初は一部の学科において定員割れもみられたが、応募者は

年々増加しており、現在では2.35倍の倍率となっている。聞き取り調査によると、主な入学

希望動機は最新設備が整っていること、実技訓練が多いこと、寮があることなどがあげられ

た。寮があるために、首都カンパラ市外の生徒を多く受け入れ、その割合は全訓練生の90％

程度にも上っており、ほとんどの生徒に寮が提供されている。一方、同じカンパラ市内にあ

るルゴゴ職業訓練校の訓練生は、50％がカンパラ市の出身者であり、役割分担がなされてい

る。 

 供与機材の到着の遅れ、カウンターパートの退職等が重なった木工科については、技術

移転等が終了していない分野（作業工程管理、メンテナンス技術等）が多い。付加価値の

高い木工家具を加工できる技能習得が重要であることから、既に技術移転が終わっている

単品の木工加工の技能を土台として、複数の材料を組み合わせて家具製品として仕上げる

作業、複数の職能を組み合わせて全体の工程を管理する能力を習得するためには、プロジ
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ェクト終了時期から少なくとも２年間の期間を要すると考えられる。 

 また、技術革新の急激な進展によりカリキュラムの変更を行った電子科及び自動車科に

おいては、新たな機材の追加整備とこれらの機材を使用した技術移転が必要であり、その

移転については少なくとも１年は必要である。 

 その他の４科については、プロジェクト終了時には養成訓練課程の実施に係る技術協力

をおおむね終了する見込みとなっているが、一部の分野については、更なる技術移転が必

要であり、その場合短期専門家の派遣及びカウンターパート研修による協力で対応が可能

と考えられる。 

 昼間の訓練生については、181名中147名（81.2％）が職業訓練局（Directorate of Industrial 

Training：DIT）の主催するTrade Test（合格者にはCraftsman Certificateが授与される）に

合格しており、職業訓練校のなかで最も高い合格率である。また、UNEB（教育・スポー

ツ省が主催する試験で、合格者にはCollege及び大学Diplomaコース入学資格が与えられる）

の結果はまだ１回しか出ていないが、受験96名中44名（45.8％）が合格している。この数

字は公共職業訓練校３校のなかでは第２位の数字である。 

 ジェンダーに配慮し、各科定員には５名の女性枠が設けてあり、電子科（全訓練生57名

中14名24.6％）、電気科（77名中19名24.7％）、機械科（77名中８名10.4％）、自動車科（80

名中３名3.8％）で訓練実績がある。ただし、女性の応募がない科、選考に際しての面談の

結果、応募者の希望と訓練内容が違うと判断され、入校に至らないなどもあるため、必ず

しも全科に５名の女性がいるわけではない。 

 卒業生の多くは、官公庁、民間企業に就職し、進学する者も数％いる。就職率は、2000年

３月卒業生65.8％（73名中48名）、2001年３月卒業生50.9％（108名中55名）である。他の

職業訓練校は卒業生の調査をしておらず直接比較する数字がないが、ウガンダ国の失業率

7.4％（1997年）を考慮すると、良好な数字といえよう。なお、2001年３月卒業生の就職率

が低いのは、まだUNEBの試験結果が発表されておらず、発表後リクルート活動を行うた

めだが、専門家によると2001年３月卒業生は2000年３月卒業生より成績が優秀なので就職

率はより高くなるであろうとのことであった。就職先民間企業リストを見ると大手企業が

多く、優良企業に就職した者が多いことが分かる。 

 

  (2) 向上訓練（付属資料１.「ミニッツAnnex７」参照） 

 向上訓練は、主に企業からの要請等に基づき養成訓練科目の一部を基本に、1998年以来

86コース、523名、延べ約５万時間実施されている。プロジェクト開始直後は、訓練校の要

である養成訓練に重点を置く考えから向上訓練はあまり行われていなかったが、養成訓練

が軌道に乗った2000年以降は産業界のニーズに応える意味から積極的に向上訓練を実施し
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てきており、国連工業開発機関（UNIDO）、米国国際開発庁（USAID）、NGO等との連携訓

練も実施している。顧客は、警察、空港公団、厚生省等の官公庁のほか、砂糖精製会社、

飲料会社、ゼネコンなど大手企業が名を連ねている。 

 向上訓練の実施は、各科間でその実績にばらつきが出ているものの、施設での収入源と

してもその実施の意義は大きい。その収入は訓練費収入の23.2％を占め（1997～2001年累

計４億800万U.Shs.＝約2,856万円中9,500万U.Shs.＝約665万円）、重要な収入源となって

いる。ウガンダ国内において他の職業訓練施設で未実施の向上訓練コースに人気が集まる

ことから、まさしく本プロジェクトが社会に対して直接アピールできる事業であり、養成

訓練課程の訓練生の就職にも良い影響を与えるものである。 

 現地有識者との意見交換会の席上では、各向上訓練受注元企業からナカワ職業訓練校の

向上訓練は、設備が整っていること、技術レベルが高く常に最先端技術を提供すること、

また技術面ばかりでなく、訓練を受けた従業員の仕事への取り組み姿勢にも変化をもたら

すことから、今後も継続して訓練を委託したいとの評価が寄せられた。ウガンダ第１のビ

ール会社であるナイルビールは、従来は南アフリカで実施していた向上訓練を、ナカワ職

業訓練校で行うことに切り替えている。生産ラインのメンテナンスを自社要員でできるよ

うになったなどの具体的な成果も現れている。地域の指導者の育成に取り組んでいる

UNIDOからは、ナカワ職業訓練校で指導される技術レベルは高すぎることなく、地方の技

術者の指導に十分役立つものであるとの発言があった。 

 今後、これまでの主として企業ニーズに基づいたテーラーメイド型訓練（受注型向上訓

練）の充実はもとより、広く市場ニーズに基づくレディメイド型訓練（定型型向上訓練）

の開発実施が必要なことから、これらの分野の更なる技術協力が求められるところである。

電子科においては既にレディメイド型のパソコン研修（ハード、ソフト共）が行われてい

るが、特記すべきことは、大部分の受講者が会社ではなく、個人で受講を申し込み、受講

料を自己負担していることである。さらに、受講者のなかにはマケレレ大学の卒業生も多

く、実習の多いナカワ職業訓練校の訓練内容は、ウガンダ国の一流大学を卒業した技術者

からもニーズがあり、その評価は高いといえる。 

 

  (3) 徒弟訓練 

 徒弟訓練については、2000年２月の中間評価調査において、DITの責任で募集・実施さ

れることが明らかになり、徒弟訓練実施のための予算が確保されるなどの動きがあれば、

実施の見込みがあると判断されていた。 

 しかし、そのあともDITからの要請はなく、結局実施されなかった。これは、後述する

とおり、省庁再編により、DITの教育・スポーツ省における位置づけが流動的になったこ
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とが一因と考えられる。 

 

 ３－３－３ 分野別活動状況（付属資料15.｢技術移転達成表｣及び付属資料16.｢教材作成状況一

覧表｣参照） 

  (1) 電子科 

 プロジェクト開始当初に作成したカリキュラムに基づく科目の技術移転は、ほぼ終了し

ているといえるが、アナログ回路のうちトランジスタを使用した複雑な回路（応用回路）

の動作原理の理解や修理技術は十分とはいえない。加えて、アナログ回路を集積したIC（OP

アンプ）については、今後の重要な技術移転内容となる。 

 また、当初カリキュラムを改訂するに至ったウガンダ国内の産業界のニーズ変化による

コンピューター制御回路、並びにパーソナルコンピューターのハードウェア及びソフトウ

ェアの科目は、関係する機材が整備されていないこともあり、技術移転が十分行われてい

ない。世界的なIT技術の進展のなか、ウガンダ国も例外ではなく、先進国の進展と違いは

あるものの、急速にIT技術が入り込んできている。光ファイバー等のインフラ整備にも国

策として取り組んでいること自体、その進展を支える側面である。これらに対応する様々

な人材の育成が求められているウガンダ国において、中学校卒業程度（Ｏレベル以上）の

養成訓練コースを実施するナカワ職業訓練校の電子科では、少なくともアナログ技術、デ

ジタル技術、コンピューター技術をバランスよく習得した人材の育成が求められる。 

 

  (2) 電気科 

 主要な職能である電気工事や電動機に加え、本プロジェクトで新たに加えられた冷凍空

調設備に係る技術移転は順調に進んでおり、プロジェクト終了時には、ほぼ終了する見込

みである。 

 ただし、冷凍空調設備で自動制御される特殊モータ及びPLC（プログラマブンル・ロジ

ック・コントローラ）を使った自動制御回路については、養成訓練も含めて向上訓練のニ

ーズが十分期待できるため、今後引き続き技術移転がなされればより有効であろう。 

 

  (3) 機械科 

 当初の訓練目標に基づいた機材設置・選定、保守管理、教材の作成、コース開発（向上

訓練等）、指導技法等に係る技術移転は、おおむね問題なく進展している。機械加工に係る

各種工作機械の技術移転は、万能工具研削盤と平面研削盤に関し、いまだ十分に技術移転

されていないが、残り６か月間で技術移転を完了する予定である。 

 また、機械のメンテナンスはもとより、軽微な故障修理の技術移転も順調に進んでいる。
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ウガンダ国の機械加工については、機械が故障した際の修理部品の製作作業がほとんどで

あることから、現行のカリキュラムで機械加工分野の需要を十分満たす訓練内容となって

いる。ただし、今後、ウガンダ国の機械加工産業が進展して、精度の高い同一規格製品の

大量生産等に対する需要が発生すれば、数値制御された機械（マシニングセンター等）及

びそれに付随するCAD／CAMなどに係る専門技術・技能も必要となっていくであろう。 

 保守管理に関する１例として、機械操作の取り扱いが悪く、旋盤の部品が破損したが、

その部品を鋼から製作するなど、修理技術の移転も実施している。故障したときの部品が

入手できない場合の対処方法を指導するなど、自立発展性への展開につながるものである。 

 

  (4) 自動車科 

 自動車科の当初訓練内容は、クラフトマンレベルに必要な全般的な自動車整備の技術・

技能（原理、構造、機能等）を中心とし、それに内燃機関学（エンジン性能等）、自動車工

学（自動車性能等）等の科目で補完されていた。 

 しかし､電子制御式エンジン車、AT（オートマチックトランスミッション）装着車が、

ここ２～３年の間に急激にウガンダ国に輸入されてきている現状にかんがみ、現在、プロ

ジェクト開始時の訓練内容（シラバス、カリキュラム等）を変更して対応している状況で

ある。専門家を中心に、インカムジェネレーション活動等で対症療法的に電子制御式エン

ジン、ATの修理法等の技術移転は行ってきているが、カウンターパートに対してそれらの

システム構成、部品構造、各機構等を本格的に技術移転する必要があり、現在までの技術

移転内容（エンジンの基本構造、基本整備等）を考慮すれば､プロジェクト終了後引き続き

最低１年間は技術移転が必要と考えられる。 

 自動車科の養成訓練、向上訓練、インカムジェネレーション活動で使用する消耗品、部

品等は、材料そのものではなく加工後の完成品であるため、製作できない部品等が多く、

その入手状態が、訓練自体に大きく影響を与える側面がある。最近では、特殊な部品や車

種限定の部品などを除き、ほとんどの消耗品や部品等がウガンダ国内に流通しているが、

今後の自立発展のためにも、特殊部品等を隣接国やヨーロッパ等から部品調達する道の模

索も、訓練を支える重要な一面となる。 

 

  (5) 木工科 

 カウンターパートの退職等により同じ内容を再度技術移転する必要があったことから、

技術移転進捗状況は最も遅れている。木工板単品による加工、や簡単な仕上げ加工に関す

る技術移転は十分進んでいるが、複数の木工板の組み合わせ加工、及び表面仕上げや木工

塗装等の家具製造に係る技術移転はこれから取りかかる状況である。 
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 具体的には、各種継ぎ手加工機、加圧機、超仕上げかんな盤の操作、木工塗装、木工工

作機器のメンテナンスに必要な刃物研削、そして木加工全体の作業工程管理など、付加価

値の高い家具の製作に不可欠な職能の技術移転は十分ではなく、その指導範囲が広いこと

から、技術移転には最低２年必要であると判断される。 

 現状では、高品質の家具は輸入品に依存しているが、高度な加工技術を身に付けた人材

を育成することにより、ウガンダ国内において、ウガンダ国で採れる良質なマホガニー材

を使った付加価値の高い家具が製作されるようになることが期待される。 

 

  (6) 板金科 

 板金作業に係る機材設置・選定、保守管理、教材の作成等の基本的技術移転はおおむね

終了していると考えられる。配管作業は短期専門家により技術移転が行われたが、材料、

配管種類など様々な技術移転内容があり、１か月間と短期間であったため、基礎的な技術

移転内容となり、十分とはいえない。このため、今後もトピックスによっては何らかの支

援が望まれる。また、鋳造・鍛造、熱処理技術等についても、短期専門家派遣等による技

術移転がなされれば望ましい。 

 

  (7) 溶接科 

 各種溶接・溶断作業については技術移転が終わっている。製品の良否を判断するために

必要な非破壊検査については、機材などが整備されていないこともあり、今後訓練の必要

性が生じることが予想される。基本的にステンレス溶接、アルミニウム溶接等を行うMIG・

TIG・MAG溶接機の簡易な保守管理は可能である。しかしながら、それら溶接機の根本的

な部品が破損した場合、財政事情等によりその入手が困難となったり、また訓練実施に影

響を与えるおそれがある（本件は全科に共通した問題である。入手に関し情報を整備する

よう指示した）。 

 なお、板金科、溶接科で厚板、薄板用のシャーリングマシンを保有しており、特に13mm

の厚板を切断するこの機械はウガンダ国内では貴重であり、現在インカムジェネレーショ

ン活動のメインで稼働状況が激しい（スペアパーツである大型の刃の予備は、現状で各２

個ずつの状態）。 

 

 ３－３－４ UNIDO、NGOとの連携 

 ３－３－２(2)向上訓練の項で述べたとおり、ナカワ職業訓練校では訓練の一環として、NGO

との連携を積極的に行ってきた。 

 2000年に実施されたUNIDO、NGOとの連携訓練の成功は校経営上大きな意義をもち、各科カ
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ウンターパートに自信をつけさせ、そのあとの向上訓練の活発化の契機となっている。 

 なお、ウガンダ国の産業政策では中小企業や自営業の振興も重視されているが、UNIDOでは

こういった政策に沿った小規模自営業者の育成をナカワ職業訓練校と連携して行っている。ナ

カワ職業訓練校が技術的側面からの訓練を支援する一方、UNIDOはマネージメント面の講習を

実施している。そうした連携のなかから、ナカワ職業訓練校でも訓練に上記のようなマネージ

メント面での内容を盛り込むことが望ましいとの判断が生まれ、UNIDOにカウンターパートに

対するマネージメント研修を実施してもらい、その内容が2002年から養成訓練に取り込まれる

予定である。これはカリキュラムの改善にもつながっている。 

 また、連携訓練により、収入も飛躍的に向上することができた。JETRO主催の見本市にナカ

ワ職業訓練校はブースを出店した。これらのこともウガンダ国側（インストラクターだけでな

く、訓練生も含めて）の、モチベーションを向上させることとなったと思われ、オーナーショ

ップを形成する１つの材料になったと考えられる。 

 

  (1) UNIDOとの連携 

 UNIDOが実施する「ウガンダ国の特定地域における零細・中小企業振興」プログラム 

〔Micro and Small scale Enterprises（MSE）Component〕との連携 

   1) 訓練の目的と内容 

 MSE Componentに含まれる零細・中小企業者育成を目的としたMaster Craftsman 

Programme（MCP）への協力として、電気／電子、木工、金属加工分野でのMaster Craftsman

養成訓練の実施 

 

               UNIDOからの委託による向上訓練実施実績 
訓練実施学科 実施年月日 対象 期間 訓練生数 
電子科 2000. 8.14～2000.10. 6 UNIDO 4.0週間 3名 
電気科 2000. 8.10～2000. 9.20 UNIDO 6.0週間 13名 
機械科 2000. 9.18～2000. 9.29 UNIDO 1.0週間 21名 
木工科 2000. 8.14～2000. 9.22 UNIDO 5.5週間 22名 
板金科 2000. 8.28～2000. 9. 6 UNIDO 2.0週間 21名 
溶接科 2000. 8.14～2000. 9.29 UNIDO 3.0週間 18名 

 

   2) 訓練の成果 

 MSE Componentの対象地区として選定された７つの地区（Lira, Mbale, Mbarara, Kabarole, 

Mityana, Mubende, Masaka）から４職種55名のMCP Advisor候補生が参加して訓練が行わ

れ、訓練修了後にそれぞれの地区でMCP Advisorとして活動を続けている。現在もMCP 

Advisorの活動の成果について、UNIDOがモニタリング中であり、詳しい評価結果を受け
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ていないが、UNIDOのカンパラ事務所からはおおむね良好な活動状況と聞いている。 

   3) 今後の協力 

 UNIDOが１年間のモニタリング後に結果を評価し、そのあとの協力の可能性について

協議する予定。 

   （補足） 

・MSE Componentに含まれる零細・中小企業者育成を目的としたEntrepreneurship Training 

Programmeの一環として、UNIDOスタッフによって、ナカワ校指導員（電気、機械、

溶接、電子、木工科、計８名）に対するBusiness Managementの教授法指導が行われた。 

   4) 期 間 

 2001年３月26日～2001年５月５日までの期間中内３週間で実施。 

   5) 成 果 

 ナカワ校訓練生を最終ターゲットとして、卒業後の独立自営支援を目指す同計画を受

けて、これまで外部講師を招いて訓練生に対する指導を行っていた「Business 

Management」のクラスを、ナカワ校指導員が自ら担当できるようになった。また、

「Business Management」の学習時間数をそれまでの３倍に増やすカリキュラムの見直し

も合わせて行った。 

 

  (2) SASAKAWA GLOBAL 2000（NGO）との連携 

 Training on Manufacturing and Servicing of Agro-Processing Equipmentとの連携 

（for Cassava and other Root & Tuber Crops） 

   1) 訓練の目的と内容 

 ウガンダ国のRural Areaに在住する女性の自立支援を目的としたプログラムへの協力

として、15名のテクニシャンに対して、キャッサバ等の農産物を加工する機材制作に関

する向上訓練を実施した。 

 

訓練実施学科 訓練生数 
機械科 ７名 
溶接科 ３名 
板金科 ３名 
木工科 ２名 

 

   2) 期 間 

 2000年10月10日～2000年11月４日 
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   3) 成 果 

 訓練終了時にウガンダ国内で手に入る資材を用いて制作された各種農産物加工用機械

成果品のデモンストレーションが行われたが、SASAKAWAGLOBAL2000の担当者から

「制作費や実用性共に満足である」との評価を得ている。 

 同計画に対して、本プロジェクトが求められた協力に関する成果達成率は100％である

（同計画は日本財団とカーター財団が共同で実施しており、2001年６月６日、カーター

財団会長である元アメリカ合衆国大統領カーター氏が、ナカワプロジェクトを視察し、

その際ナカワ校訓練生に対して「日本が援助するナカワ校で学んだ技術に自信をもって、

ウガンダ産業界を担う人材たれ」と激励のスピーチを行った。） 

 

３－４ プロジェクトをとりまく環境 

 (1) ウガンダ国の職業教育訓練政策 

 ウガンダ国では1998年よりEducational Strategic Investment Plan（ESIP）に沿った教育政策

が実施されており、Medium Term Budget Frameworkに反映されている。 

 2000/2003年の優先政策は、「前初等教育の国レベルの目標と目的の定義と初等教育の再定

義」、「中等教育に対する高次の目標と高まる期待に応える国レベルの目的と目標の再定義」、

「適切な高等教育の実現を確保し、定義するための高等教育評議会の設置」、「市場のニーズ

に対応したキャリア上昇の幅広い進路を提供し、職業訓練をより魅力的なものにするため、

技術とビジネス教育を統合する構造的教育課程の変革」等となっている。 

 この優先政策のなかでも最優先されているのは、無料初等教育である。初等教育無料化政

策による初等教育は1997年に開始され、2003年に第１回生が卒業することになっている。こ

のため、2003年以降輩出される大量の初等教育修了レベルの人々に対する地域に根ざした技

能訓練が、次の優先課題としてあげられている。教育・スポーツ省では、初等教育修了者を

対象として約800か所の技能訓練機関「地域工芸学校（Community Polytechnics）」の展開を開

始している。 

 

 (2) 組織問題 

 1998年に行政改革の一環で、職業訓練が教育のカテゴリーとして扱われることとなり、本

プロジェクトの所管省庁は労働社会福祉省から教育・スポーツ省へ移管された。これにより、

ナカワ職業訓練校は職業教育・訓練を管轄する部署商業・技術・職業・教育訓練局（Department 

of Business, Technical and Vocational Education & Training：BTVET）の下に置かれることとな

った。同時にナカワ職業訓練校はDITの監督下にあるが、2000年２月の中間評価調査時点と

同様、現在に至っても、DITの教育・スポーツ省内における位置づけ、DITとBTVETの関係は
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検討中のままとなっており、ナカワ職業訓練校は、DITとBTVETの関係が不明確ななかで、

双方の監督を受ける形になっている（例えば、予算はBTVETから配付される一方、Trade Test

はDITの所管となっている）。 

 

 (3) 産業界のニーズ 

 この影響を受けたのは徒弟訓練である。2000年２月の中間評価調査においてDITは、徒弟

訓練の予算を確保したうえで、ナカワ職業訓練校に対して徒弟訓練の要請を行うこととPDM

上変更されたが、結局予算が確保できず要請は行われなかった。なお、ナカワ職業訓練校へ

の予算は、BTVETにより確保されており、DITの移籍は養成訓練に影響なかったと判断され

る。 

 ナカワ職業訓練校では、２年生時に企業内訓練（応用実習）を実施しているが、受入先企

業では、ナカワ職業訓練校訓練生の技術力を高く評価しており、即戦力として採用する企業

が多い。例えば、鉄道車両工場では、モーター巻き線ショップ新設にあたり、2001年３月の

電気科卒業生を３名採用している。先述のように向上訓練では企業でニーズの高い、進んだ

技術を常に提供しているとの評価を得ている。 

 また、養成・向上訓練共に訓練生の訓練後の労働に対する取り組み姿勢が積極的である、

新技術に対応・導入できるなどの評価があり、産業界からは、実技重視のナカワ職業訓練校

の訓練内容が評価されている。 

 

 (4) 労働事情からのニーズ 

 ウガンダ国内の街や通りで営業している溶接、板金、自動車など各種自営ショップの独立

方法を調査した結果、職がない人を中心に、学校を卒業した者、途中でドロップアウトした

者等が、自営ショップ等に手伝いとして働き、指導を受けるのではなく、自分で見聞きして

その技術･技能を覚え、自分自身で資金をため、必要な機械等を購入して独立する方法が圧

倒的に多い。しかしながら、このような方法で独立できない未就業者も少なくない。時には、

自営している親から子へと技術･技能が伝承されることもあるという。 

 このような状況のなか、実技重視で産業界の評価が高いナカワ職業訓練校では、レベルの

違いはあるものの、教育･スポーツ省で取り組み中の教育改革の一環となる、初等教育修了

者に対する職業訓練の実施に関し、カリキュラム、シラバス作成のノウハウ付与や指導員養

成研修の役割を担うなど、間接的ではあるが積極的に参画している。この点は、上述の未就

業者も含め、ウガンダ国情に即した雇用確保等に重要な意義をもつものと考える。 
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第４章 評価結果 
 

 PCM手法の評価５項目に基づく評価結果は、以下のとおりである。 

 

４－１ 評価５項目による評価結果 

 内容は付属資料５.「評価用サマリー」参照。 

 

 ４－１－１ 妥当性 

 ウガンダ国では前述のとおり、1998年よりESIPに沿った教育政策が実施されており、それは

Medium Term Budget Frameworkに反映されている。2000/2003年の優先政策とそれに伴う予算配

分をみる限り、ナカワ職業訓練校レベルの訓練施設に対する予算の重点配分傾向はみられない

（最近の状況では初等教育予算68％に対し、職業教育・訓練予算は３％。ほかは、中等教育13％、

高等教育12％、その他４％）。現在、ウガンダ国の教育部門では、初等教育無料化政策に注力さ

れている。初等教育無料化政策による初等教育は1997年に開始され、2003年に第１回生が卒業

することになっている。重視されていくものとして、輩出される大量の初等教育修了レベルの

人々に対する地域に根ざした技能訓練があげられている。教育・スポーツ省では、初等教育修

了者を対象として約800か所の技能訓練機関「地域工芸学校（Community Polytechnics）」の展開

を開始している。 

 1998年には、職業訓練が教育・スポーツ省所管に変更になった。これにより、当初の本プロ

ジェクトの所管機関であったDITが労働社会福祉省から教育・スポーツ省へ移管された。教育・

スポーツ省にはほかに職業教育・訓練を管轄するBTVETがあり、現在に至っても、DITの教育・

スポーツ省内における位置づけ、DITとBTVETの関係等は検討中の状態となっており、ナカワ

職業訓練校は、DITとBTVETの関係が不明確ななかで、双方の監督を受ける形になっている。

今後のナカワ職業訓練校に対する教育・スポーツ省側の支援体制にもかかわってくることであ

り、状況の推移を引き続き注視していく必要がある。 

 また、教育・スポーツ省ではすべての分野（工業、農業、保健等）の教育を視野に入れ、カ

リキュラムなど教育基準の設定を進めていこうとしている。なお、ナカワ職業訓練校の校長は、

今年度カリキュラムを検討する機関であるNational Curriculum Development CentreのSecondary 

Education Curriculum Review, Technical Committeeのメンバーになっており、ナカワ職業訓練校

が重視する実技を多く反映させるカリキュラムを提言することが可能である。 

 一方、産業政策の点からみれば、2004年までの目標のなかに、製造業の増加等がうたわれて

いる（観光通商産業省の2001/2002～2003/2004年の戦略目標によれば、重点施策は、「製造業の

増加」、「中小企業の増加」、「技術援助と環境整備による中小企業の成長」等）。 
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 ナカワ職業訓練校に対する企業等の評価は、養成訓練卒業生が即戦力になる、養成・向上訓

練共に受講者が新技術に対応・導入できる、労働に対する取り組み姿勢が積極的であるなどで

あり、企業サイドからも実技重視のナカワ職業訓練校の訓練内容が評価されている。 

 また、人材育成分野は、我が国の対ウガンダ協力重点分野（基礎インフラ、人的資源開発、

基礎生活支援及び農業開発）の１つとなっている。 

 したがって、本件に対する協力の妥当性としては、ウガンダ国の産業界のニーズ、日本の協

力重点分野の観点からすれば高いといえるが、現行のウガンダ国の教育政策（職業訓練を含む）

からみれば、必ずしも高いとはいえない。 

 上記のようなウガンダ国の教育分野における政策動向を見極め、ナカワ職業訓練校が、それ

にいかに貢献、関与できるかを考えながら活動を進めることが、今後ナカワ職業訓練校に対す

る我が国の協力を考えるうえで必要となっていくであろう。現在のウガンダ国における協力の

緊急課題は、無償初等教育の卒業生に対する地域工芸学校を通じた職業訓練を、産業界、訓練

生のニーズに合わせて調整することにある。ナカワ職業訓練校に対してもヒアリングが実施さ

れており、将来的にはナカワ職業訓練校もこうした政策の動きに合わせ、活動を計画すること

が期待される。 

 なお、ドイツ技術協力公社（GTZ）は、水資源、インフラ、職業訓練の３分野に限定してウ

ガンダに協力しており、職業訓練分野に関しては、1999年末より教育・スポーツ省に対し、

Promotion of National Vocational Training System（NVTS）プロジェクトに関する政策支援を実施

している。NVTSプロジェクトの目的は、職業訓練をウガンダ産業界と訓練生のニーズに合わせ

て改善していくことであり、政府、産業界、職業訓練機関、各ドナー間の対話を促進し、民間

職業訓練校への経費支援を実施することも視野に入れている。GTZは過去ウガンダ国において

ルゴゴ職業訓練校への協力をしていたが（GTZの協力内容は後述）、特定の訓練校に対する協力

では協力対象となったところにしか裨益しないと考え、職業訓練政策全体のプログラミングに

係る協力を行うことに方向転換したとの話であった。 

 

 ４－１－２ 有効性 

 養成訓練は各科とも高い応募率がみられ、ナカワ職業訓練校に対するニーズの高さを示して

いる。 

 ナカワ職業訓練校では、調査時点で２回の卒業生を輩出したのみであり、卒業生の実績につ

き傾向を分析するのは時期尚早であるが、以下の事実が観察された。 

 第１回目、第２回目の卒業生のTrade Test（DITが実施）合格率はそれぞれ84.9％、78.5％で

あり、同種職業訓練校との比較では高い合格率となった。Trade Testは実技重視のテストであ

り、本テストの合格率の高さはナカワ職業訓練校のねらいである実技を身に付けることが実践
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されてきたことを示している。なお、教育・スポーツ省の資格試験であるUNEBを第１回卒業

生の45.8％が取得した。この合格率は他の公共職業訓練校と比較して遜色のない数字である。 

 また、第１回目、第２回目の卒業生の就職率はそれぞれ65.8％、50.9％である。第２回目の

卒業生の就職率が低いのは、2001年７月に実施されたUNEBの結果がまだ発表されておらず、

発表後に求職活動が行われるからであって、最終的には第１回目を上回る就職率となると予想

されている。なお、通常、他の職業訓練校や技術大学では、学校側が学生の就職の斡旋までは

しておらず、大学によっては斡旋手数料を徴収のうえ、企業への推薦を行っている状況とのこ

とである。 

 向上訓練はウガンダ国の有力企業等（ナイルビール、カキラシュガー等）を対象に86コース

実施され、その評価は聞き取り等による限り大変高いものであった。一例をあげると、ナイル

ビールはナカワ職業訓練校の向上訓練評価結果が非常に良かったことから、従来、南アフリカ

で実施していた訓練をナカワ職業訓練校に切り替えている。 

 現時点で物理的に出し得るアウトプットには限りがあり、今後も引き続きナカワ職業訓練校

が産業界に評価される人材を輩出していくことが重要である。 

 

 ４－１－３ 効率性 

 協力開始当時の計画と比較すると、養成訓練については140％の達成率、向上訓練及び徒弟訓

練については31％の達成率である（徒弟訓練についてはウガンダ国側DITの要請に基づいて行

うことと中間評価段階において変更されており、要請がなかったため実施されなかった。なお、

向上訓練は現在も企業ニーズ等に基づき実施、計画中であり、評価終了時には達成率が上昇す

ることが見込まれている）。夜間訓練は当初計画になかったものの461名を対象に実施している

（付属資料14.「訓練生数及び訓練時間数実績」参照）。 

 

表４－１ 各訓練コースの達成率 

コース 計 画 実績 特記事項 
養成訓練（昼間） 12名×７科×４年＝336名 465名 140％達成 
向上訓練 523名 31％達成 
徒弟訓練 

12名×５回×７科×４年＝1,680名 
なし DITからの要請なし 

養成訓練（夜間） なし 461名 追加 

 

 日本側長期専門家の数は当初計画の10名からプロジェクト中期より７名に変更されている。 

 その他、効率性に影響を与えた状況として、３科（木工、電子、板金）の機材供与のタイミ

ングが他の４科（電気、機械、溶接、自動車）に比して１年遅れ、養成訓練の開始もそれに伴

い１年遅れの開始となったことがあげられる。 
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　電子科、自動車科については、ウガンダ国における急速なニーズ変化（コンピューター、AT

車等）に対応するためのコース改編に係る必要な技術移転が残されている。

　ウガンダ側のカウンターパートの頻繁な交代が観察された。特に板金科と木工科において、

もっとも頻繁であった。

　GTZが協力したルゴゴ職業訓練校との比較は表４－２のとおりである（付属資料17.「ルゴ

ゴ職業訓練校訓練生数推移」及び付属資料18.「ルゴゴ職業訓練校職員名簿」参照）。

表４－２　ルゴゴ職業訓練校との比較

項　目 ナカワ職業訓練校 ルゴゴ職業訓練校

訓練科目
電子、電気、機械、自動車、木工、
板金、溶接の７科

自動車、煉瓦、大工、電気、機械、塗装、
配管、溶接の８科

長期専門家 ７科７名（当初は10名） ８科５名

カウンターパート

カウンターパート
　正職員　　　17名
　校採用職員　33名
　計　　　　　50名
管理要員
　正職員　　 　5名
　校採用職員　27名
　計　　　　　32名

カウンターパート
　正職員　　　35名
　校採用職員　27名
　計　　　　　62名
管理要員
　正職員　　 　6名
　校採用職員　 9名
　計　　　　　15名

政府補助 校採用職員給与は政府負担。 校採用職員給与は校負担。

訓練生数
７科計465名
１学年平均116名

８科計830名（1999年までの累計）
１学年平均118名

訓練生の出身 全国（90％以上がカンパラ外） 50％強がカンパラ出身

卒業生数
７科合計181名
（卒業率91.9％）

８科411名（1995～1998年卒業生の累計）
１学年平均103名（卒業率87.3％）

就職率
２回調査実施済み。
71.2％（2000年）
50.9％（2001年）

1996年に調査実施後、実施していない。

厚生施設 寮 寮なし

　ルゴゴ職業訓練校の資料は1999年当時の資料であるが、ナカワ職業訓練校プロジェクトと比

較し、投入、成果の面で大きい違いはなく、ナカワ職業訓練校プロジェクトは効率性の面では

ルゴゴ職業訓練校プロジェクトと遜色ないと判断される。

　当初計画と投入実績及び活動実績に関していえば、効率性はおおむね良好と判断される。

　４－１－４　インパクト

　養成訓練及び向上訓練により、実技重視で企業ニーズにあった人材を育成しているほか、外
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部に及ぼした影響として、UNIDO、NGOとの連携による訓練を行ったこと、他の職業訓練施設

の指導員に指導技法を付与したこと、実技重視のカリキュラムを他校に提供したことなどがあげ

られる。ナカワ職業訓練校の技術が先進的すぎるのではないかとの当方の危惧に対して、UNIDO、

NGOの評価は、地方のコミュニティーの自営業者等に対するアドバイザーを育てることができ

る、実際に機械のメンテナンスができるようになるなど、肯定的なものであった。

　連携の観点からいえば、各企業にナカワ職業訓練校の生徒の職場実習を引き受けてもらってい

るほか、UNIDOからナカワ職業訓練校の指導員に対して、中小企業、自営業者育成の必要性に

かんがみ、ビジネスマネージメントの考え方を指導してもらい、それを養成訓練コースのカリキ

ュラムに2002年から導入することが予定されている。

　指導技法セミナーは、14回開催され（1999年２回、2000年５回、2001年７回）、他の職業訓練

施設の指導員にも公開され、非常に好評であった。

　向上訓練については、適切な施設が完備し、実技中心で実施されていることから評判が高く、

マケレレ大学卒業生が実技習得のため、参加している事例も多くみられた。

　特筆すべきことは、ジェンダーの観点から、ナカワ職業訓練校では養成訓練の各科５名までを

女性の優先枠としていることである（ただし、女性の応募そのものが少ない科があることや、応

募者へのインタビューを通じ、訓練生の関心事項を理解したうえで入学者を決定するするため、

必ずしもすべての科で女性が５名となっているわけではない）。

　また、近隣に類似の公立職業訓練校（ルゴゴ職業訓練校）があり、そこでの訓練生の半数程度

がカンパラ市内からの生徒であるが、ナカワ職業訓練校には寮が併設されていることから９割程

度を地方出身者が占めており、現況ではナカワ職業訓練校への協力開始当初に想定されたとおり

の役割分担（ナカワ職業訓練校はウガンダ全国をターゲットとする）ができていると考えられる。

なお、全国から訓練生を募集するため、新聞やラジオを通じて募集を行うが、使用している新聞

がケニア、タンザニア、ルワンダ等でも発行されているものであるため、現在ケニア、ルワンダ

からも訓練生が入校している。

　以上のことはすべてプロジェクト実施による正のインパクトと評価できる。

　４－１－５　自立発展性

　財政的側面からみると、現在、ウガンダ国は国家予算の収支バランスを厳しく管理しており、

教育・スポーツ省予算も30％カットされた状況である。なかでも、Poverty Action Fundに含ま

れないものは特に厳しい配賦状況となっている。また、予算の配賦はESIPが反映されることに

なっている。教育・スポーツ省からナカワ職業訓練校に配賦される予算は限られており、予算

の配賦は当然ながらそのときどきの重点分野が勘案されている。したがって、ナカワ職業訓練

校が確実に予算を獲得していくためには、ESIP等の政策を念頭に置いた活動を行っていくこと
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も必要であろう。加えて、日本側のローカルコスト負担で賄われていた部分についても今後、

ウガンダ国側の予算手当が必要となる。 

 人的側面からみると、カウンターパートの定着率は68％であるが、平均年齢は30歳代と比較

的若く、今後長期的にナカワ職業訓練校で活躍してもらうことが期待される。 

 前述のとおり、ナカワ職業訓練校には国家公務員としての正職員とナカワ職業訓練校採用の

職員がいる。ナカワ職業訓練校採用職員の場合、身分が不安定であり、民間に引き抜かれる可

能性がある。一方、国家公務員の場合、人事異動の可能性は否めないものの、雇用条件が安定

しており、カウンターパートの定着率を高めるためには国家公務員待遇への転換を進めること

が望ましい（ただし、期待される成果をあげられないカウンターパートであっても簡単に解雇

することができなくなるという一面もある）。現在、国家公務員待遇のカウンターパートはナカ

ワ職業訓練校採用のカウンターパートより数が少ない。ただし、年々教育・スポーツ省は国家

公務員待遇のカウンターパートを増やしており、2001年も10名増員予定であること、校採用の

職員分の人件費も省から配賦するなど、ナカワ職業訓練校への人的配置につき、十分考慮して

いることがうかがえる。 

 技術的・物理的側面からみると、カウンターパートの入れ替えがあり技術移転が遅れている

木工科（科長の任命は2000年４月、インストラクター２名の任命が2000年６月に行われたばか

りである）、ウガンダ国における市場ニーズ・技術変化に伴うカリキュラム改編等を進める必要

のある自動車科及び電子科への技術移転は、十分とはいいがたい状況である。 

 現有機材については、ほぼカウンターパートによる保守管理及び当該機材に係る訓練生への

指導ができるようになっており、簡単な機器修理、パーツ製作は自校で実施している。一例を

あげると、1969年に最初のプロジェクトで供給した機材のいくつかは、1997年に本プロジェク

トが開始された時点でよく保守管理され、使用されていたという事実がある（一部修理されず、

放置されていた機器もあり、日本人専門家により修理されたケースもある）。パーツ入手等をウ

ガンダ国側独自で進めるときに参考となる製造・販売業者リストが未完成であり、プロジェク

ト終了までに仕上げることとなっている。 

 これらの点から自立発展性を勘案すると、財政面では教育・スポーツ省が引き続きナカワ職

業訓練校を重視する意向はあるものの、国家予算の厳しい状況があるため、その動向を注視す

る必要があること、人的な面で離職や欠員の可能性は否めないが着実にウガンダ国側の努力が

行われていること、技術面では一部日本からの今後のサポートが望まれることなどにより、現

時点で「完全な」自立発展性があるとはいえなくても、ウガンダ国側の自立発展に向けた動き

は見受けられるといえる。 
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 ４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

  (1) 阻害要因 

 本プロジェクトの最大の阻害要因は歳入不足である。ウガンダ国は、1986年に現ムセベ

ニ大統領が就任以降、世銀・IMFの支援で「復興開発計画」を策定し、構造調整政策を実

施しており、年率約７％の成長を達成している。また、ウガンダ国は、ケルンサミットで

の合意に基づき「拡大HIPC（重債務貧困国）イニシアティブ」による債務削減措置が適用

されることになっている〔開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）・国

連の分類では後発開発途上国・LLDCとなっている〕。現在は、農業部門を中心とした経済

構造となっており、マクロ経済は安定しているものの、同国の経常収支、財政収支は赤字

を続けており、政府予算執行の遅れ、政府職員への給与遅配が発生している。 

 ナカワ職業訓練校の運営費は、表４－３にあるように、政府予算、訓練費収入による校

予算、インカムジェネレーション活動収入によるインカム予算に依拠している。なお、正

職員の給与は、本表には含まれていない。 

 このうち、政府予算は、本来であれば毎月執行されるところ、遅れがあり、特に1998年

３月から12月まで10か月に及び執行されなかったことが、校運営に困難な状況をもたらし

た。この状況は現在も改善されておらず、2001年も１月、３月に予算執行が行われていな

い。また、別予算である公務員の給与遅配も恒常化しており、調査期間中も、３か月の遅

配中であった。 

 

      表４－３ ナカワ職業訓練校の運営費（単位：1,000Uganda Shillings＝￥70） 

年 度 1997/1998 
1997.7～1998.6 

1998/1999 
1998.7～1999.6 

1999/2000 
1999.7～2000.6 

2000/2001 
2000.7～2001.6 合計 ％ 

政府予算 180,991 276,188 423,657 266,585 1,147,421 71％ 
校予算 18,225 86,486 117,734 106,158 328,603 20％ 
インカム予算 0 25,719 52,054 62,918 140,691 9％ 
合 計 199,216 388,393 593,445 435,661 1,616,715 100％ 

注）ウガンダ会計年度（７月～６月）で区切り算出 

 

  (2) 貢献要因 

   1) 委員会活動（付属資料１.「ミニッツAnnex10」参照） 

 本プロジェクトでは当初より委員会方式による校運営を実施してきており、これが、

ウガンダ国側のオーナーシップの醸成に役立ったと考える。また、校外活動で、給水塔へ

ナカワ職業訓練校名を記入したり、新聞へ広告を掲載するような活動を共同で実施したこ

とは、日本側、ウガンダ国側の一体感を形成することにもつながったと思われる。 

 委員会は当初９委員会で運営していたが、現在は表４－４の６委員会となっている。
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メンバーは副校長（議長）、科長、訓練マネージャー、会計、日本人専門家（委員）、校

長、チーフアドバイザー（オブザーバー）となっている。 

 

表４－４ 委員会活動 

No. 委員会名 
１ 校運営委員会 
２ 訓練生管理委員会 
３ 安全衛生委員会 
４ 訓練機材委員会 
５ 訓練プロモーション委員会 
６ 校外活動委員会 

 

 当初は、月１回の開催で、委員長も専門家が務めていたが、現在はウガンダ国側に運

営主導権が移っており、必要に応じて開催されている。 

   2) インカムジェネレーション活動（付属資料19.「インカムジェネレーション活動実績」

及び付属資料20.「インカムジェネレーション活動顧客リスト」参照） 

 インカムジェネレーション活動は、政府予算執行の遅れに対応するため、1998年10月

より実行された。2001年10月末現在までで、総収入は約１億5,223万U.Shs.（約1,066万

円）となっている。 

 インカムジェネレーション活動は、校運営委員会で運営方法が規定されており、目的

は以下の３点とされている。 

・政府予算不足分の補填 

・校運営費の補助 

・各科職員の収入補填 

 収入は、材料費、消耗品費用を差し引いたあと、校と各科に等分される。校に配分さ

れた費用は、施設費、設備費、文房具等の消耗品、燃料費等に使われ、各科に配分され

た収入は各科消耗品の購入及び各科職員の収入補填となる。 

 主要な使途は表４－５のとおりである。 

 

   表４－５ インカムジェネレーション活動の主要使途 

費目 科配分 会議費 材料 文房具 燃料 消耗品 施設 手当 その他 計 
％ 53.7 12.0 9.0 6.9 4.3 3.9 3.3. 2.0 4.9 100.0 

 

 不正を防ぐため、インカムジェネレーション活動ルールは厳しく定められ、校長、委

員会、会計等に報告されるほか、イントラネット上にデータベース化され、情報は関係
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者に共有されている。 

 インカムジェネレーション活動は活発に実施されているが、あくまでも訓練の範囲内

であり、訓練の妨げとならないことはもちろんのこと、訓練に有効と判断されるものを

実施するよう調整されている。その収入は政府予算の不足、校運営費の不足をすべてカ

バーできるような金額ではないが、指導員の給与遅配の際の臨時支給にも有効に活用さ

れている。 

   3) イントラネット 

 イントラネットの活用は2000年10月以降に開始され、情報の共有、コミュニケーショ

ンの円滑化に多大の貢献をしている。具体的には、教材、年間計画、訓練実施状況等の

訓練管理に関する情報、及びインカムジェネレーション活動状況や支出入に関する経理

関連データ等の情報の共有化を実現し、校全体の管理、運営の円滑化、健全化を促進す

る大きな役割を果たした。とりわけインカムジェネレーション活動情報の共有化は、収

入の透明性の確保につながり、そのあと不正によるカウンターパートの交代を防ぐ力と

なったことは評価できる。また、他科の教材作成状況を閲覧できるようになり、各科の

競争意識の高揚にも効果的であった。ナカワ職業訓練校のイントラネットの構造は図４

－１のとおりとなっている。 
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図４－１ ナカワ職業訓練校内イントラネットシステム 
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ナカワ職業訓練校内イントラネットシステムナカワ職業訓練校内イントラネットシステムナカワ職業訓練校内イントラネットシステムナカワ職業訓練校内イントラネットシステム    

－ ディレクトリー構造概要 － 
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１．各カウンターパート別教材作成状況 
(1)４点セット 
（指示シート、案内シート、 

   指導案シート、作業シート） 

１．カリキュラム 
２．シラバス 
３．年間訓練計画表 
４．各種一覧表 
 （計画達成度表、応用実習先一覧表、 
  就職先一覧表、時間割、訓練時間表等） 

１．向上訓練実績表 
２．資材計画 
１．機器などリスト 

１．インカム 
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４－２ 結 論 

 総合的な観点から、本プロジェクトはウガンダ国政府と産業・工業界のニーズに効率的、かつ

有効に貢献したと判断される。 

 したがって、いくつかの点を除いては、プロジェクト終了時にはPDMEに記載されたプロジェク

ト目標を達成するものと考えられる。 

 今回の調査を通じて、教育・スポーツ省をはじめとする関係者のほか、訓練生を雇用し、従業

員の向上訓練を依頼する企業等が、ナカワ職業訓練校訓練生の有する技術力、勤労態度を、また

かかる訓練生を輩出するナカワ職業訓練校を、大変高く評価していることがうかがわれた。 

 教育・スポーツ省次官は、ナカワ職業訓練校について今後Center of Excellence（職業訓練の中

核となるようなイメージと考えられる）の役割を果たすことが期待され、予算、人員配置の面で

も考慮していく旨の発言をしばしば行った。 

 類似の職業訓練校（ルゴゴ職業訓練校）に対する協力を行ったドイツのGTZは現在、職業教育・

訓練政策策定への協力にシフトしている。今後職業訓練に対する協力を行っていく際には、ナカ

ワ職業訓練校に対する高い期待と評価とともに、これらウガンダ国内の職業訓練政策をとりまく

状況を十分考慮に入れ実施していく必要があろう。妥当性の項で述べたように、現在ウガンダ国

では職業訓練を含めた教育について基準等を含め、制度全体について検討中である。現行職業訓

練政策に関していえば、初等教育を修了した人々に技能を習得させることを重視する方向が示さ

れており、そのターゲットレベルはナカワ職業訓練校が直接ターゲットとしている訓練生のレベ

ルとは異なっている。教育・スポーツ省の職業訓練に関する修正政策は、まだ草稿の段階である

が、ナカワ職業訓練校は、初等教育修了者対象の地域工芸学校（Community Polytechnics）プログ

ラムへの貢献の可能性など、政府の政策をより一層考慮することが肝要である。 

 なお、JICAケニア事務所としては、ドイツの行っているような職業訓練全体計画にかかわる協

力もよいが、むしろ日本は自国の得意分野である人材育成について、ナカワ職業訓練校のような

現場をもちつつ政策に貢献していくような形での協力も重要であるとの考えである。 

 一方、1994年７月の事前調査団報告書に述べられているとおり、Ｏレベル資格者を訓練するこ

とに対する産業界のニーズは極めて大きいものがあるが、ナカワ職業訓練校を含めて公共職業訓

練校が３校しかない現状では、今後もナカワ職業訓練校はこのニーズを充足するため、重要な役

割を果たすことが期待されている。 

 技術的観点からみると、技術移転が遅れている木工科、ウガンダ国内における新しいニーズに

対応するための改編を引き続き進めていくことが望ましい電子科、及び自動車科へのフォローア

ップとともに、多様なニーズにきめ細かく対応する必要のある各科向上訓練、その他専門的ない

くつかの項目（配管、施行、非破壊検査など特定項目）について、引き続き効率を勘案しつつ協

力を行うことが望ましい。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

 ウガンダ国政府は、プロジェクト終了後もナカワ職業訓練校に対して適切な予算措置と人員配

置を継続すべきである。 

 ナカワ職業訓練校は、機材を適正に維持するためにすべての可能な手段を講じるべきであり、

保守管理費用を確保するための収支計画を策定する必要がある。日本側から供与されたすべての

機材はナカワ職業訓練校の活動を維持するために使用されるべきものである。機材業者リストは

プロジェクト終了時までに完成されること、また、スペアパーツについて、可能なものはケニア

など隣接国又は国内入手の可能性を検討する必要がある。 

 ナカワ職業訓練校は、政策検討、ニーズ調査、卒業生調査などを通じて社会や産業界のニーズ

に合致するよう継続して努力すべきである。 

 以下の分野に関して日本側による追加技術協力を提言した（付属資料22.「フォローアップ期間

活動計画表（電子科、自動車科、木工科）」参照）。 

 (1) 電子科 

 情報技術に代表される新技術に関する産業界のニーズに対応するため、最近カリキュラム

が変更されたことから、カウンターパートへの技術移転が十分には進んでいないため。 

 (2) 自動車科 

 電子燃料噴射式エンジンやオートマチックトランスミッションといった新技術に対する

産業界のニーズから、最近カリキュラムが変更されたが、カウンターパートへの技術移転が

十分進んでいないため。 

 (3) 木工科 

 カウンターパートの交替により技術移転が限られているため。 

 (4) 各科向上訓練 

 ウガンダ国内における新しい多様なニーズにきめ細かく対応する必要があるため。 

 (5) モーター制御技術等の特定技術 

 その他いくつかの科では特定の専門的な技術につき、引き続き協力が望まれるため。 

 なお、継続協力を行う場合には、ウガンダ国の教育政策にかんがみたナカワ職業訓練校の貢献

の可能性、当国の職業訓練に対する日本の協力のあり方等を考えていくことも、ナカワ職業訓練

校への我が国の協力をより効果・効率的なものにするために重要なことと考える。 

 

５－２ 教 訓 

 次の各点を教訓としてあげたい。 
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 (1) 共通科目の実施にあたっては効果的運営のために各科横断的な話し合いが重要である。全

科のクラフトマン教育に必要な基礎学力、専門基礎等を各科で協議し、統一的見解の下に委

員会制度を活用し、シラバス、カリキュラム、年間訓練計画表に反映するなど、校運営、訓

練管理全体を実施していく必要がある。 

 (2) 予算が不足する場合には、訓練に役立つ範囲でのインカムジェネレーション活動が有効と

なり得る（インカム収入を給与の遅配が続いた場合の臨時給与として支給することで、他校

のようにストライキを招くような事態を防ぐことができるなど）。 

 (3) 機材供与の遅れなど、投入の遅れが予想される場合には、個々の活動の時期を見直すこと

が効果・効率の面から重要である。 

 (4) 委員会方式による校運営は各科の意見を反映させた問題解決に有効な手段である。 

 (5) イントラネットによる情報共有化は、関係者の円滑なコミュニケーションとインカムジェ

ネレーション活動の透明性確保に有効である。また、今後のJICA職業訓練プロジェクトの地

域間、各国間における訓練カリキュラム、教材、訓練計画等の情報共有化への進展、訓練全

体の運営管理等に有効である。 
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